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１．林業先進国の供給体制 
 
(1)安定供給の背景 
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（出所）各国森林統計より作成。

(注)　ドイツの2000年の生産量の急増は暴風雨の影響。2001年の減少は、そ

の反動。
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木材生産量の推移の日欧比較

・先進林業国では、供給は安定。 

・成長量の範囲内で伐採（伐採量≦成長量）。 
・ドイツで７割前後。北欧では 10 割近い。 
・非皆伐（ドイツ）、植林義務付け（ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ）｡ 
・価格が需給調整機能。 
・個々のレベルでは取り決め等は存在するも、

マクロレベルではなし。 
・その前提としての採算性。 

 
 
(2)採算の成立する基盤 

・路網（ドイツ 120ｍ/ha、オーストリア 85ｍ/ha）。 
・木材生産システムの確立（傾斜、土壌、径級）。 
・フォレスターとコントラクターの連携。 
・担い手の存在（ドイツでは農家林家・フォレスター、フィンランドでは森林組合）。 
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２．供給体制構築に向けての課題 

 

(1)経営システム 

・ 小規模分散構造の克服（日本だけの特殊事情ではない）。 
・ 施業集約化は森林組合以外に困難、競争原理が働かない。 
・ 素材生産は民間事業体が得意な分野。現状では、事業量の安定確保が不可能。 
・ 役割分担の明確化により相互連携が図れるシステムの構築。 
 

(2)森林組合の経営能力の獲得 

・ 行政の下請け（公社、公団、保安林事業）から生産間伐による森林整備への転換。 

・ 企業経営そのもの。管理会計概念、人事管理等。 

  

(3)木材生産システム 

・ 木材生産システムの開発と路網構築技術（ともに、インフラ整備。行政の役割大）。 
・ 木材生産システムはいくつかにパターン化。 

傾斜地    大正町（グラッブル、フォワーダ） 
  八木木材（高性能林業機械の組み合わせ） 
緩傾斜地   富士（ハーベスタが課題） 

・ 先進事例調査・分析⇒現地にあわせたシステムの仮説、実験、検証⇒普及。 
・ 高密路網、直接集材が基本。流行のスイングヤーダは生産性に限界。 
 
(4)施業指針とフォレスター 

・ 長伐期の施業指針とそれを普及させるフォレスター制度の確立。 
 

３．50 年目のビジネスチャンス 

 
・ 伐期は、径級から逆算（木材生産性、木材利用）。 
・ ドイツは 50～120 年超            ⇒ 非皆伐。 
・ ニュージーランドは 27 年（2 ㎥/本の早生樹） ⇒ 皆伐。 
・ 戦後の拡大造林・ 。 保育から、非皆伐による資源循環利用が可能な時代
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出所：京大神崎名誉教授

　　　 農林漁業金融公庫長期金融

（林道端まで、ｍ3当たり）
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